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主         文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 5 

 １ 被告は，原告に対し，５５万円及びこれに対する平成２９年１月２４日から

支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。  

２ 被告は，原告に対し，４９４万７９２１円及びこれに対する平成２９年４月

１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。  

第２ 事案の概要等 10 

 本件は，大阪府立学校の教員であった原告が，平成２９年３月３１日に定年

を迎えるに当たり大阪府教育委員会（以下「府教委」という。）に再任用の選

考を申し込んだところ，①同年１月２４日，府教委から所属校の校長を通じて，

卒入学式における国歌斉唱時の起立斉唱を含む上司の職務命令に従うかどう

かの意向確認を受けたこと（以下「本件意向確認」という。），②府教委により15 

再任用選考を不合格とされ，同年４月１日付けの再任用が叶わなかったこと

（以下「本件不採用」という。）について，①本件意向確認は原告の思想良心

の自由（憲法１９条）を侵害し，かつ地方公務員法（平成２９年５月１７日法

律第２９号による改正前のもの。以下，同改正前のものを「地公法」という。）

１３条，１５条，大阪府個人情報保護条例６条２項に違反する点で，違憲かつ20 

違法なものであり，②本件不採用は府教委が採用選考における裁量権を逸脱・

濫用した違法なものであると主張して，被告に対し，国家賠償法１条１項に基

づき，①本件意向確認による損害５５万円（内訳，慰謝料５０万円，弁護士費

用５万円）及びこれに対する本件意向確認の日から支払済みまで民法（平成２

９年法律第４４号による改正前のもの）所定の年５分の割合による遅延損害金，25 

②本件不採用による損害４９４万７９２１円（内訳，慰謝料５０万円，逸失利



2 

益３９９万７９２１円，弁護士費用４５万円）及びこれに対する再任用されな

かった日から支払済みまで前同様の遅延損害金の各支払を求める事案である。 

１ 前提事実（証拠等を掲記した事実を除くほかは，当事者間に争いがない。） 

   当事者等 

ア 原告は，昭和５６年４月に大阪府立学校の教員に任用され，大阪府立Ｂ5 

高等学校に赴任した後，平成２年４月に大阪府立Ｃ高等学校に，平成１２

年４月に大阪府立Ｄ高等学校に，平成１９年４月に大阪府立Ｅ高等学校に

それぞれ異動し，平成２８年度末の平成２９年３月３１日をもって定年退

職した。 

イ 被告は，地方公共団体であり，地方教育行政の組織及び運営に関する法10 

律２条に基づき，被告の処理する教育に関する事務を管理執行する行政庁

として府教委を設置している。 

 原告の懲戒処分歴 

ア 原告は，平成２４年３月２７日，同月８日に実施された勤務校の平成２

３年度卒業式において職務命令に違反して国歌斉唱時に起立斉唱しなかっ15 

たことについて，地公法３２条に規定する上司の職務上の命令に従う義務

に違反し，学校教育に携わる公立学校教員として全体の奉仕者たるにふさ

わしくない非行であり，その職の信用を著しく失墜するものであって，地

公法２９条１項１号及び３号に該当するとして，戒告処分を受けた（甲２

②③，弁論の全趣旨）。 20 

イ 原告は，平成２６年３月２７日，同月６日に実施された勤務校の平成２

５年度卒業式において職務命令に違反して国歌斉唱時に起立斉唱しなかっ

たことについて，前記アと同様に，戒告処分を受けた（甲２②③，弁論の

全趣旨）。 

 再任用教職員採用選考申込み 25 

ア 被告の職員らの再任用は，地公法２８条の４，２８条の５，及び「職員
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の再任用に関する条例」（平成１２年１２月２２日大阪府条例第１５４号，

以下「再任用条例」という。）に基づいて行われ，教職員の再任用の採用に

係る選考の実施に関しては，「再任用教職員の採用選考等に関する要綱」（以

下「選考要綱」という。）に基づいて実施される（乙１，２）。 

イ 府教委は，平成２８年１２月２日付けで，原告を含む平成２８年度定年5 

退職者に対して再任用教職員採用選考案内を実施したところ，原告は，同

月１４日までに再任用教職員採用選考申込書を提出して，再任用を希望し

た（乙４①②）。 

 本件意向確認 

原告は，平成２９年１月２４日，勤務校の校長から，「再任用に関連して，10 

今後，卒入学式における国歌に対する起立斉唱を含む上司の職務命令に従う

か」との質問を受けた（本件意向確認）。 

これに対し，原告は，「これが再任用に関わる質問であるなら，生徒の就職

面接でもそのような質問には答えないよう指導しているため答えることはで

きない」旨返答した。 15 

これを受けて校長は，原告に対し，「意向確認はできなかったことになるが

よいか」と尋ね，原告は，「今の回答でそう伝えるというのなら仕方がないが，

なぜ答えないかと言うことをきちんと伝えるように」と答えた。 

   本件不採用 

ア 再任用教職員の採用選考にあたっては，府教委内に再任用教職員採用選20 

考審査会が置かれ，同審査会において選考の合否等を予め審査し，その意

見を教育長に報告することになっている（乙３）。 

イ 府教委は，平成２９年１月３０日，平成２９年度再任用教職員採用選考

審査会を開催した。 

  同審査会における原告に関する審査結果は，「平成２３年度の卒業式にお25 

ける国歌斉唱時の不起立により，平成２４年３月２７日戒告処分。平成２
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５年度の卒業式における国歌斉唱時に不起立により，平成２６年３月２７

日戒告処分。この件にかかる研修終了後の意向確認において，意向確認書

の文言を『地方公務員法に定める上司の職務命令に従います。ただし，今

回の研修では十分な説明が得られなかったため，憲法その他の上位法規に

触れると判断した場合はこれを留保します。』と修正して提出。その後，再5 

度，意向を確認したが，『入学式や卒業式等における国歌斉唱時に起立斉唱

を含む上司の職務命令に従う』との意向確認ができなかった。上司の職務

命令や組織の規範に従う意識が希薄であり，教育公務員としての適格性が

欠如しており，勤務実績が良好であったとはみなせない。以上より総合的

に判断して，再任用選考結果を『否』とする。」というものであった（甲２10 

①～③）。 

ウ 府教委は，同審査会の上記審査結果を受けて，原告の再任用選考を不合

格とし，原告を再任用しなかった（本件不採用）。 

２ 本件の争点 

 本件意向確認が違憲違法なものか       ・・・争点１ 15 

 本件不採用に裁量権の逸脱・濫用があるか   ・・・争点２ 

 本件意向確認及び本件不採用による原告の損害 ・・・争点３ 

３ 争点に関する当事者の主張 

 争点１（本件意向確認が違憲違法なものか）について 

（原告の主張） 20 

 本件意向確認は，以下のとおり，原告の思想良心の自由（憲法１９条）を

侵害するものであり，地公法１３条，１５条，さらに大阪府個人情報保護条

例６条２項に違反し，違憲かつ違法である。 

ア 憲法１９条違反について 

 卒入学式における国歌斉唱時に起立斉唱するか否かは，個人の思想良心25 

に深く結びつく事項であり，再任用の選考において，国歌斉唱時に起立斉
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唱を含む上司の職務命令に従うか否かについて意向確認を行うことは慣例

上の儀礼的な所作とはいえない。 

また，本件意向確認は，再任用の可否を決定することを主目的として実

施され，実質的には国歌に関する原告の思想や信条を強制的に回答させる

ものであり，とりわけ国歌斉唱時に起立斉唱すると言わない限り再任用さ5 

れず職を失うという制裁を背景にして回答を迫るものである点で，思想及

び良心の自由に対する直接的な制約に当たる。 

さらに，本件意向確認は，思想に係る行為の告白を強制するだけでなく，

特定の思想を持つことを強制・禁止したものである。 

したがって，本件意向確認は，内心の自由の絶対的保障を侵害するもの10 

として直ちに憲法１９条に違反する。 

イ 地公法１３条，１５条違反について 

地公法１３条は，「すべて国民は，この法律の適用について，平等に取り

扱われなければならず，・・・政治的意見若しくは政治的所属関係によって

差別されてはならない。」と規定して平等取扱いの原則を定め，同１５条は，15 

「職員の任用は，この法律の定めるところにより，受験成績，人事評価そ

の他の能力の実証に基づいて行わなければならない。」と規定して成績主義

の原則を定めている。 

また，厚生労働省は，「公正な採用選考のために」（甲３）を公表し，採

用選考にあたって質問すべきではない思想信条にかかわることとして，「人20 

生観，生活信条に関すること」，「思想に関すること」を挙げている。 

本件意向確認は，まさに「人生観，生活信条に関すること」，「思想に関

すること」であり，質問自体許されないものである上，能力の実証に基づ

かずに職員の任用を行うための前提として，かつ個人の政治的意見等によ

り差別的に取り扱う意思の下に行われたものであって，地公法１３条及び25 

１５条に違反するものである。 
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   ウ 大阪府個人情報保護条例７条５項違反について 

同条例７条５項は，本文で「実施機関は，要配慮個人情報・・・を収集

してはならない。」と定め，ただし書きで「法令若しくは条例の規定に基づ

くとき，犯罪の予防等を目的とするとき又は審議会の意見を聴いた上で，

個人情報取扱い事務の目的を達成するために当該個人情報が必要であり，5 

かつ，欠くことができないと実施機関が認めるときは，この限りでない。」

と定め，要配慮個人情報の収集を原則として禁止している。 

ここでいう「要配慮個人情報」について，同条例２条２号は，「ア 個人

情報のうち，本人の人種，信条，社会的身分，病歴，犯罪の経歴，犯罪に

より害を被った事実その他本人に対する不当な差別，偏見その他の不利益10 

が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして実施機関の規

則で定める記述等が含まれるもの，イ アに掲げるもののほか，社会的差

別の原因となるおそれのあるもの」と定めている。 

本件意向確認は，原告の信条に関わるものであり，要配慮個人情報に該

当するため，原則として収集が禁止され，本件でその除外事由は存在しな15 

いから，上記条例７条５項に違反するものである。 

（被告の主張） 

ア 本件意向確認の趣旨及び経緯  

非違行為後に非違行為者に対し，再発防止，成績評価等のためいかなる

対応をとるかについては，処分権者の裁量に委ねられているというべきで20 

ある。 

被告は，国歌斉唱時の起立斉唱に関する職務命令に違反して戒告処分を

受けた職員に対して資質向上研修を行い，研修後に「卒入学式等における

国歌斉唱時の起立斉唱の命令を含む上司の職務命令に従う」旨記載した意

向確認書に署名押印して提出することを求めており，かかる意向確認は，25 

非違行為の内容，性質に照らして必要性，合理性のあるものである。 
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被告は，原告についても，戒告処分後に研修を行い，研修後に上記意向

確認書に署名押印して提出するよう求めたところ，原告は，「地公法に定め

る上司の職務命令に従います。ただし，今回の研修では十分な説明が得ら

れなかったため，憲法その他の上位規範に触れると判断した場合はこれを

留保します。」と修正して提出した。 5 

そこで，府教委は，平成２９年１月２４日，原告が元の意向確認書に記

載の職務命令に従えるのかの確認を行うため，再度，所属庁の校長を通じ

て本件意向確認を行ったものである。 

イ 憲法１９条，地公法１３条，１５条違反について 

 そもそも卒入学式における国歌斉唱時の起立斉唱は，儀礼的な所作であ10 

り，特定の内容の教育を施すものではない。国旗及び国歌に関する法律，

条例，通達等を遵守すべき教職員である原告に対し，今後，起立斉唱とい

う外形的行為に関する職務命令に従う意向があるか否かを確認すること自

体が直ちに思想及び良心の自由に対する制裁や消極的表現の自由の侵害に

当たるとみることはできない。 15 

また，本件意向確認は，起立斉唱すると言わない限り再任用されず職を

失うという制裁を背景にして回答を迫るという類のものではなく，過去の

処分歴に関し，今後は国歌斉唱時の起立斉唱に関する職務命令に従う意向

があるかを確認するための質問にすぎないし，原告が「答えることはでき

ない」と回答したのに対し，それ以上の強要はしていない。 20 

したがって，本件意向確認は憲法１９条，地公法１３条，１５条に違反

するものではない。 

ウ 大阪府個人情報保護条例７条５項違反について 

 本件意向確認は，国歌斉唱時の起立斉唱という外形的行為をするかどう

かを確認するための質問にすぎず，原告の信条に関わるものということは25 

できない。 
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 したがって，本件意向確認は，上記条例が原則として収集を禁止する要

配慮個人情報に該当しない。 

 争点２（本件不採用に裁量権の逸脱・濫用があるか）について 

  （原告の主張） 

 以下で主張する再任用制度の改正経緯とその趣旨及び運用実態に鑑み，再5 

任用選考申込者が採用を期待することには合理性があるところ，本件不採用

は，違憲違法な本件意向確認の結果を理由とし，本件意向確認以外の考慮す

べきことを考慮しておらず，比例原則に違反し，平等原則に違反している点

で，再任用にかかる府教委の裁量権の範囲を逸脱又は濫用したものとして違

法である。 10 

ア 再任用制度が再任用を原則とした制度であること  

 再任用制度の改正の経緯 

ａ 昭和５６年の法改正による定年制の制定と特例的な再任用制度 

 もともと地方公務員には定年制が法定されていなかったが，職員の

新陳代謝を行い公務能率の維持増進を図るとともに，所定の年齢まで15 

職員の勤務の継続を保障する目的で，昭和５６年の地方公務員法改正

により原則６０歳の定年制が制定され，昭和６０年３月３１日から施

行された。 

 地方公務員の定年制を導入するにあたり，定年により退職した者等

について，その者の能力及び経験を引き続き公務部内で活用すること20 

が，公務の能率的運営を確保する上で特に必要があると認められる場

合もあることから，特例的に定年延長制度と定年退職者の再任用制度

が導入された。 

ｂ 平成１１年の法改正による再任用制度の趣旨の変化 

 昭和５６年の地方公務員法改正以降，急速に高齢化が進み，公務員25 

の年金について満額支給開始年齢が６０歳から６５歳まで段階的に引
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き上げられることとなったことに伴い，平成１１年の地方公務員法改

正により再任用制度が新しくなり，平成１３年４月１日から施行され

た。 

新しい再任用制度においては，雇用と年金とを接続し，意欲と能力

がある高齢者を広く任用し，高齢者の労働の機会を延長しその生活を5 

保障する趣旨から，従前の勤務実績等に基づく選考によって採用でき

ることとなり，退職前後の地位には継続性があることが前提とされた。 

ｃ 民間における高齢者雇用についての理念の変化 

民間企業においては，かつての５５歳定年制から６０歳定年制が主

流になり，平成１６年には，高年齢者等の雇用の安定等に関する法律10 

（以下「高年法」という。）が改正され，６５歳未満の定年の定めをし

ている事業者は，その雇用する高年齢者の６５歳までの安定した雇用

を確保するため，①当該年齢の引き上げ，②高年齢者が希望している

ときは，定年後も引き続き雇用する継続雇用制度の導入，③当該定年

の定めの廃止のいずれかの措置を講じなければならないとされた。た15 

だし，定年後の継続雇用者については，労使協定の定める基準によっ

て選別できることとされていた。 

しかし，老齢厚生年金の支給開始年齢が段階的に引き上げられ，平

成２５年度においては定額部分の支給開始年齢が６５歳となり，報酬

比例部分の支給開始年齢も引き上げが開始されることとなった。 20 

これに伴い，平成２４年の高年法改正により，労使協定で基準を定

めれば継続雇用措置の対象者を選別できるとする規定は削除され，事

業主は，一定の事由に該当する場合以外は，定年到達者のうち継続雇

用を希望する者全員について継続雇用することが義務づけられた。 

ｄ 国家公務員における高齢者雇用についての理念の変化  25 

国家公務員については，国家公務員法（以下「国公法」という。）
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で地方公務員と同様の再任用制度が定められていたが，国家公務員の

公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢も段階的に引き上げられるこ

ととなっていたことから，人事院の「定年を段階的に６５歳に引き上

げるための国公法等の改正についての意見の申出」の趣旨，高年法に

掲げられている高年齢者雇用に係る基本的理念や事業主の責務規定の5 

内容等を踏まえ，平成２５年３月２６日，定年退職する職員が再任用

を希望する場合，「再任用する」とすることで，国家公務員の雇用と年

金を確実に接続することという閣議決定（以下「本件閣議決定」とい

う。）がなされた。 

本件閣議決定は，再任用しない者の要件について，国公法３８条も10 

しくは７８条等の規定に基づく欠格事由又は分限免職事由に該当する

場合としており，極めて限定的な要件を設けている。  

ｅ 地方公務員についての高齢者雇用についての理念の変化  

  民間企業において高年齢者継続雇用制度が強化され，国家公務員に

義務的な再任用制度が導入されたのを踏まえ，地方公務員についても，15 

雇用と年金を接続して地方公務員の生活を保障するという観点から，

義務的な再任用を導入する方針が決定され，平成２５年３月２９日総

務副大臣通知（以下「本件通知」という。）が発せられた。 

  本件通知は，本件閣議決定の趣旨を踏まえ，定年退職する職員が再

任用を希望した場合，当該職員の任命権者は，退職日の翌日，地公法20 

２８条の４に基づき，当該職員が年金支給開始年齢に達するまで，常

時勤務を要する職に当該職員を再任用するものとすることとし，再任

用しない者の要件として，地公法１６条もしくは２８条等の規定に基

づく欠格事由又は分限免職事由に該当する場合としており，極めて限

定的な要件を設けている。 25 

  本件通知の趣旨に照らすと，地方公務員については，再任用を希望
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する定年退職者等について，任命権者は再任用を認めるか否かについ

て原則として裁量を有さず，再任用申込者の生活保障の観点を考慮し

てもなお再任用を拒否すべき特段の理由がある場合を除き，再任用を

法的に義務づけられることとなったというべきである。  

 被告における再任用制度の運用 5 

 地公法２８条の４を受けて，大阪府では再任用条例及び選考要綱を制

定している。 

 再任用条例も選考要綱も，選考基準について抽象的な定めを置くにす

ぎず，府教委は，本人の選考申込書，所属校長の推薦書及び面接の結果

だけを資料として，例年，再任用希望者のほぼ全員を再任用してきた。 10 

     再任用にかかる府教委の裁量の範囲 

 上記のような地方公務員における再任用制度の改正経緯，地方公務員

の任用関係にも適用されるべき高年法の趣旨，再任用制度の運用実態か

らすれば，再任用制度は，「雇用と年金の接続」という政策趣旨のもと，

再任用を当然の原則とした制度である。 15 

したがって，再任用に係る府教委の裁量の幅も，地公法１６条又は２

８条等の規定に基づく欠格事由や分限事由があるような極めて限定され

た場合にのみ再任用を拒否しうるにとどまるものというべきである。  

イ 本件不採用が違憲違法な本件意向確認の結果を理由とすること 

 府教委は，原告から「入学式や卒業式等における国歌斉唱時の起立斉唱20 

を含む上司の職務命令に従う」との意向が確認できなかったことのみを理

由として本件不採用を決めているが，そもそも本件意向確認は前記 の「原

告の主張」に記載のとおり違憲違法であるから，上記意向が確認できなか

ったことを理由としてされた本件不採用には，裁量権の逸脱濫用がある。  

ウ 本件不採用が本件意向確認以外の考慮すべきことを考慮していないこと  25 

府教委は，本来考慮すべきでない違憲違法な本件意向確認の結果のみを
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考慮する一方で，選考要綱が判定基準として挙げている勤務実績，勤務意

欲及び心身の状況等並びに必要に応じて実施する面接考査の結果等，本来

考慮すべき事項については全く考慮せずに本件不採用を決めている。 

原告には卒業式における国歌斉唱時の不起立を理由とする２回の処分歴

があるが，当該処分は戒告にとどまり，欠格事由や分限事由と同視し得る5 

ようなものではないし，本件意向確認の結果も欠格事由又は分限事由に相

当するものではないから，これらを理由とする本件不採用には裁量権の逸

脱濫用がある。 

エ 比例原則違反 

 原告について「入学式や卒業式等における国歌斉唱時の起立斉唱を含む10 

上司の職務命令に従う」との意向が確認できなかったとしても，教職員と

して勤務するに当たって実質的な弊害の発生はない一方で，本件不採用に

より，原告は勤労の権利や勤労の機会を奪われ，その精神的・経済的損失

は甚大である。 

このように本件不採用は，比例原則に違反しており，裁量権の逸脱濫用15 

がある。 

   オ 平等原則違反 

 府教委は，原告に対しては，「入学式や卒業式等における国歌斉唱時の

起立斉唱を含む上司の職務命令に従うか」との意向確認書への署名押印を

求め，更に口頭で同様の本件意向確認を行い，国歌斉唱時に起立斉唱する20 

意向を有していると確認できなかったとして本件不採用を決めている。  

しかし，府教委は，平成２９年５月に実施した同年３月の卒業式の国歌

斉唱時に不起立であった者に対する研修にあたっては，「今後，上司の職務

命令に従います。」とのみ記載され，「卒入学式における国歌に対する起立

斉唱を含む」との記載のない意向確認書への署名押印を求めている。  25 

そして，府教委は，平成３０年３月末に定年退職を迎えた者の中で，過
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去に国歌斉唱時の不起立を理由に懲戒処分を受けた者について，「卒入学式

における国歌に対する起立斉唱を含む」ということを明示せずに「上司の

職務命令に従うか」との意向確認を行った上で，再任用を可としており，

平成３１年３月末に定年退職を迎えた者の中で過去に国歌斉唱時の不起立

を理由に懲戒処分を受けた者についても，同様の意向確認を行った上で再5 

任用を可としている。 

このような府教委の対応は，原告を含む平成２９年３月末に定年退職を

迎えた者と，それ以降に定年退職を迎えた者について，別異の取扱いを行

うものであって，憲法１４条１項や地公法１３条が定める平等原則に違反

し，裁量権の逸脱濫用がある。 10 

  （被告の主張） 

ア 再任用制度の趣旨，運用状況及び府教委の裁量の範囲について 

 再任用制度は，高齢者の生活保障のための雇用の確保という点のみなら

ず，公務の能率的運営の確保という趣旨も有しており，再任用とはいえ公

務員の新規任用のための選考である以上，府教委はその採否について広範15 

な裁量権を有している。 

 被告の再任用制度において高い合格率となっていることは確かであるが，

そもそも大半の教職員は，通常の能力・規範意識を有しており，懲戒事由

に該当するような問題行動を起こすこともなく，教師としての能力にも特

段の問題がないから，結果として合格率が高いだけである。また，合格率20 

が高いとしても，全員が再任用されるものではない。  

イ 本件不採用について 

 府教委は，原告について，懲戒処分歴，研修後に提出された意向確認書，

本件意向確認の経緯等もふまえ，総合的に判断して，再任用をしなかった

ものである。 25 

本件意向確認が違憲違法でないことは，前記 の「被告の主張」に記載
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のとおりである。 

また，国歌斉唱時の起立斉唱にかかる職務命令違反は，他の非違行為と

は異なり，反復，継続が予想され得ること，本人の意向次第という側面が

あることから，府教委としては，勤務成績を判断する上で非違行為として

軽視できない性質のものである。 5 

もっとも，府教委は，国歌斉唱時の起立斉唱にかかる職務命令違反者に

ついて一律に不採用としているのではなく，意向確認書の提出や意向の再

確認等によって，今後職務命令に従う意向が確認できた者については，職

務命令違反の可能性は高くないと評価して採用しており，採用の場面にお

いて，上記職務命令違反のみを取り上げて一律に他の懲戒処分事由よりも10 

著しく重く扱っているものではない。 

 なお，平成２９年３月の卒業式の国歌斉唱時に不起立であった者に対す

る研修にあたって従前と異なる文言の意向確認書の提出を求めたのは，平

成２３年度以降，卒入学式等における国歌斉唱時の不起立により懲戒処分

を受けた公立学校教員の数が，平成２３年度３２名，平成２４年度１４名，15 

平成２５年度６名，平成２６年度３名，平成２７年度２名，平成２８年度

１名と減少し，意向確認書の文言に特に起立斉唱に関する職務命令を明示

する必要性が認められなくなったこと，また「今後，上司の職務命令に従

います。」との文言には「起立斉唱の職務命令」が当然に含まれることを考

慮したものである。 20 

したがって，本件不採用に比例原則や平等原則違反はなく，裁量権の逸

脱濫用はない。 

 争点３（本件意向確認及び本件不採用による原告の損害）について 

  （原告の主張） 

ア 本件意向確認による損害 25 

  慰謝料 
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原告は，本件意向確認により，精神的に多大な苦痛を被った。これを

金銭に換算すれば５０万円を下らない。 

     弁護士費用 

本件意向確認に関する訴訟追行のための相当な弁護士費用は，５万円

を下らない。 5 

     合計 ５５万円 

イ 本件不採用による損害 

 慰謝料 

 原告は，本件不採用により，再任用教員として採用されるという期待

を裏切られ，精神的苦痛を被った。これを金銭に換算すれば５０万円を10 

下らない。 

 逸失利益 

 原告は，本件不採用により，平成２９年度の給与額相当の経済的損害

を被った。 

 原告は，定年当時，大阪府職員の給与に関する条例（昭和４０年１０15 

月２２日大阪府条例第３５号）別表第四イ高等学校教育職給与表の２級

１３６号給の給与を支給されていた。  

大阪府の再任用教員については，職務の級が２級の者に支払われる給

与額は月額２８万２１００円で，勤務成績が良好の者に支払われる期末

手当は１年当たり月額給与の１．４５月分，勤勉手当は月額給与の０．20 

７２２月分である。 

 したがって，原告が平成２９年度に支払われるべきであった報酬の合

計額は，３９９万７９２１円（２８万２１００円×（１２月＋１．４５

月＋０．７２２月））である。 

     弁護士費用 25 

本件不採用に関する訴訟追行のための相当な弁護士費用は，４５万円
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を下らない。 

     合計 ４９４万７９２１円 

 （被告の主張） 

 否認ないし争う。 

第３ 当裁判所の判断 5 

１ 認定事実 

前提事実並びに証拠（甲１②，２②③，４，５，７，８，１１，１３，１４

①②，１５～１７，２０，２３①②，２４，乙１～３，５②，６①②，７）及

び弁論の全趣旨等によれば，以下の事実が認められる。 

 再任用制度について 10 

ア 地公法の定め 

 地公法２８条の４及び２８条の５は，定年退職者等の再任用について，

「任命権者は，当該地方公共団体の定年退職者等を，従前の勤務実績等に

基づく選考により，１年を超えない範囲内で任期を定め，常時勤務を要す

る職又は短時間勤務の職に採用することができ，その任期は，条例で定め15 

るところにより１年を超えない範囲内で更新することができる」旨規定し

ている。 

 これは，平成１３年度から公的年金の基礎年金相当部分の支給開始年齢

が６５歳まで段階的に引き上げられることになったことに対応して，平成

１１年の改正により，６０歳定年後の継続勤務のための任用制度として新20 

たな再任用制度を定めたものであり，国公法８１条の４及び５においても

同趣旨の規定が設けられている（甲４，５）。 

イ 再任用条例 

被告は，平成１２年１２月２２日，再任用条例を定め，再任用された職

員の任期について，「任期の年限は段階的に引き上げ，最終的に年齢６５年25 

に達する日以後における最初の３月３１日までの間とし，任期における勤
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務実績が良好であると認める場合は，あらかじめ当該職員の同意を得て，

当該任期を１年を超えない範囲内で更新することができる」旨規定してい

る（乙１）。 

被告は，平成１３年頃，再任用条例に基づく再任用制度に関して「新再

任用制度について」と題する書面を発出し，①制度の趣旨について，本格5 

的な高齢社会の到来に対応し，高齢者の知識・経験を社会において活用し

ていくとともに，年金制度の改正に合わせ，６０歳台前半の生活を雇用と

年金の連携により支えていくことが官民共通の課題となっており，国にお

いては，高齢職員の雇用を促進するため，６０歳台前半に公務内で働く意

欲と能力のある者を再任用することができることとし，国公法及び地公法10 

等の改正が行われたところであり，被告においても，これらの法改正の趣

旨を踏まえ，国家公務員の再任用制度との均衡をとりつつ，新たな再任用

制度を導入するとし，②制度の枠組みについて，地公法で定められている

もののほか，国に準じて整備し，㋐任命権者は，定年退職者を従前の勤務

実績等に基づく選考により，１年を超えない範囲で任期を定め，常時勤務15 

を要する職及び短時間勤務の職に採用することができる，㋑任期の更新は，

直前の任期における勤務実績が良好である場合に１年を超えない範囲で行

うことができる，㋒任期の年限は，国に準じ段階的に引き上げ，最終的に

は６５歳とするなどとし，③制度の運用方針について，定年退職者のうち

引き続き再任用を希望する者の中から，各任命権者の選考により，再任用20 

する職に求められる意欲と能力が実証された者を任用することを明らかに

している（甲４）。 

ウ 選考要綱 

 府教委は，地公法２８条の４及び２８条の５により再任用する教職員の

採用に係る選考の実施及び再任用条例による任期の更新手続に関し，選考25 

要綱を定め，「選考を受けようとする者は，校長等を通じて府教委に対して
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選考の申込みを行い，校長等は，府教委へ申込者の適性等について内申す

る」旨を規定し，選考の実施について，次のとおり規定している（乙２）。 

「府教委は，職種ごとに次に掲げる基準に基づいて，申込者の従前の勤務

実績，勤務意欲，心身の状況及び資格・免許，専門的知識等並びに必要

に応じて実施する面接考査の結果を総合的に判断し，合否を判定する。 5 

 従前の勤務実績・・・在職中の勤務実績が良好であること。 

 勤務意欲・・・職務を遂行するについて意欲を有すること。 

 心身の状況・・・職務を遂行し得る心身の状況にあること。 

 資格・免許，専門的知識等・・・法令により必要とされる資格又は

免許及び専門的知識等を必要とする職務にあっては，当該資格又は免10 

許及び専門的知識等を有していること。」 

エ 再任用教職員採用選考審査会 

  府教委は，再任用教職員の採用選考の公正を期すため，再任用教職員

採用選考審査会を置き，「選考の合否及び任期の更新の可否，その他再任

用選考等に関する重要事項」についてあらかじめ審査し，その意見を教15 

育長に報告するものとしている（乙３）。 

 本件通知の趣旨及び経緯 

ア 人事院による意見の申出 

 人事院は，平成２３年９月３０日，国公法２３条に基づき，「定年を段階

的に６５歳に引き上げるための国公法等の改正についての意見の申出」を20 

行った（当裁判所に顕著）。 

これは，「平成２５年度以降，公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢の

引上げに伴い，現行の６０歳定年制度のままでは定年退職後公的年金が支

給されず無収入となる期間が生ずることから，雇用と年金の接続が官民共

通の課題となっている。また，急速に少子・高齢化が進展し，労働力人口25 

も減少に向かっている我が国において，高齢者が長期にわたって培ってき
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た知識と経験を有効に活用しながら経済社会の担い手として活躍できるよ

うな就労環境の整備が必要となっている。既に民間企業については，高年

法において６５歳までの雇用確保措置が義務づけられ，これに対応した取

組が進んでいる。公務においても，雇用と年金の接続を図ることが求めら

れている。」ことを趣旨とするものである。 5 

イ 高年法の改正 

 高年法は，８条及び９条において，平成１６年の改正により，「定年を

定める場合には６０歳を下回ることができず，６５歳未満の定年を定めて

いる事業主は，①定年の引上げ，②継続雇用制度の導入（ただし，労使協

定により継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準を定めることがで10 

きる。），③定年の定めの廃止のいずれかを講じなければならない」旨定め

ていたが，平成２４年の改正により，事業主が労使協定で定める基準によ

り継続雇用制度の対象となる高年齢者を限定できる仕組みが廃止された

（当裁判所に顕著）。 

これは，少子高齢化が急速に進展し，働くことができる人全ての就労促15 

進を図り，社会を支える全員参加型社会の実現が求められている中，高齢

者の就労を促進し，高年齢者の雇用確保措置を充実させることを目的とし

たものである。 

 ウ 本件閣議決定（甲５） 

 内閣は，平成２５年３月２６日，要旨，次の内容の本件閣議決定を行っ20 

た。    

「平成２５年度以降，公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢も段階的

に６０歳から６５歳へと引き上げられることに伴い，無収入期間が発生し

ないよう国家公務員の雇用と年金の接続を図るとともに，人事の新陳代謝

を図り組織活力を維持しつつ職員の能力を十分活用していくため，人事院25 

の『定年を段階的に６５歳に引き上げるための国公法等の改正についての
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意見の申出』の趣旨，高年法に掲げられている高齢者雇用に係る基本的理

念や事業主の責務規定の内容等を踏まえ，当面，下記のとおり，定年退職

する職員が公的年金の支給開始年齢に達するまでの間，再任用を希望する

職員については再任用するものとすることで，国家公務員の雇用と年金を

確実に接続することとする。 5 

記 

①（定年退職する職員の再任用） 

  定年退職する職員が再任用を希望する場合，当該職員の任命権者は，

退職日の翌日，国公法８１条の４又は８１条の５の規定に基づき，当該

職員が年金支給開始年齢に達するまで，常時勤務を要する官職又は短時10 

間勤務の官職に当該職員を再任用するものとする。  

②（能力・実績主義と再任用しない者の要件）  

 再任用職員も含めた職員全体のモチベーションの維持向上と意欲と能

力のある人材の最大限の活用の観点から，能力・実績に基づく信賞必罰

の人事管理を徹底するとともに，そのための環境を整備する。再任用を15 

希望する者が国公法３８条又は７８条の規定に基づく欠格事由又は分限

免職事由に該当する場合には，上記①は適用しない。  

⑪（その他） 

 地方公務員の雇用と年金の接続については，各地方公共団体において，

本決定の趣旨を踏まえ，能力・実績に基づく人事管理を推進しつつ，地20 

方の実情に応じて必要な措置を講ずるよう要請する。」 

エ 本件通知（甲７） 

 総務副大臣は，本件閣議決定を受けて，平成２５年３月２９日，地公法

５９条及び地方自治法２４５条の４に基づき，「地方公務員の雇用と年金の

接続について」と題する本件通知を発した。その内容は，要旨，次のとお25 

りである。      
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「地方公務員の雇用と年金を確実に接続するため，各地方公共団体におい

て，本件閣議決定の趣旨を踏まえ，下記の事項に留意の上，能力・実績に

基づく人事管理を推進しつつ，地方の実情に応じて必要な措置を講ずるよ

う要請する。 

記 5 

１ 定年退職する職員が再任用を希望する場合，当該職員の任命権者は，

退職日の翌日，地公法２８条の４又は２８条５の規定に基づき，当該職

員が年金支給開始年齢に達するまで，常時勤務を要する職又は短時間勤

務の職に当該職員を再任用するものとすること。 

２ 国において，再任用職員も含めた職員全体のモチベーションの維持向10 

上と意欲と能力のある人材の最大限の活用の観点から，能力・実績に基

づく信賞必罰の人事管理を徹底するとともに，そのための環境を整備す

ることとされたことを踏まえ，各地方公共団体においても，公正かつ客

観的な人事評価システム等を活用し，また，これが未整備の地方公共団

体については，その構築に早急に取り組み，能力・実績に基づく人事管15 

理の推進を図られたいこと。再任用を希望する者が地公法１６条又は２

８条の規定に基づく欠格事由又は分限免職事由に該当する場合には，上

記１は適用しないこと。」 

オ 参議院総務委員会における質疑応答（甲１３） 

 平成２６年４月２４日に開催された参議院総務委員会において，能力評20 

価と実績評価から成る人事評価制度の地方公務員への導入に関する地公法

の改正についての質疑応答が行われた。その中で，政府参考人は，要旨，

次のとおり回答している。    

「現行の再任用制度において，地方公共団体は，定年退職者等を従前の勤

務実績等に基づく選考により，再任用職員として採用することができると25 

しているところ，今回の改正で導入される人事評価制度は，再任用の際の
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従前の勤務実績等の判断要素として活用されるものと認識している。本件

通知は，雇用と年金の接続を図るため，定年退職する職員が公的年金の支

給開始年齢に達するまでの間，再任用を希望する職員については欠格事由

又は分限免職事由に該当しない限り再任用するものとすることを内容とし，

これを地方公共団体に要請したところであるが，この要請の内容自体が勤5 

務評価制度の導入によって変わるというものではない。」 

カ 選考要綱の改定 

府教委は，本件通知を踏まえ，選考要綱のうち，選考に合格した者の合

格を取り消すことができる場合について，従前は，「非違行為その他再任用

することが適当でないと認められる事由が生じた時」との定めであったと10 

ころを，「①非違行為があったとき，②選考を実施する年度の評価結果がＣ

となったとき（Ｃ評価は，５段階評価の最低ランクである。），③前２号に

掲げるもののほか，採用することが適当でないと認められる事由が生じた

とき」に改定した。なお，選考要綱のうち，選考基準について変更はない。

（以上につき，甲８，乙２，５②，６①②） 15 

 本件意向確認 

ア 平成２４年の戒告処分 

 原告は，平成２４年３月２７日，同月８日に実施された勤務校の平成２

３年度の卒業式において職務命令に違反して国歌斉唱時に起立斉唱しなか

ったことについて，地公法３２条に規定する上司の職務上の命令に従う義20 

務に違反し，学校教育に携わる公立学校教員として全体の奉仕者たるにふ

さわしくない非行であり，その職の信用を著しく失墜させるものであって，

地公法２９条１項１号及び３号に該当するとして，戒告処分を受けた（前

提事実 ア）。 

 府教委は，同月２７日，原告に対し，上記の件にかかる研修を実施し，25 

研修後，「今後，卒入学式等における国歌斉唱時の起立斉唱の命令を含む上
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司の職務命令に従う」旨が記された意向確認書に署名押印して提出するこ

とを求めたが，原告は，上記意向確認書を提出しなかった（甲２４，弁論

の全趣旨）。 

イ 平成２６年の戒告処分 

 原告は，平成２６年３月２７日，同月６日に実施された勤務校の平成２5 

５年度の卒業式において職務命令に違反して国歌斉唱時に起立斉唱しなか

ったことについて，前記アと同様に，戒告処分を受けた（前提事実(2)イ）。 

 府教委は，平成２８年１月，原告に対し，上記の件にかかる研修を実施

し，研修後，前記アと同様の意向確認書に署名押印して提出することを求

めたが，原告は，上記意向確認書とは別の用紙に「地方公務員法に定める10 

上司の職務命令に従います。ただし，今回の研修では十分な説明が得られ

なかったため，憲法その他の上位法規に触れると判断した場合はこれを留

保します。」と記載し，これに署名押印したものを提出した（甲１１，２４）。 

ウ 再任用選考申込み 

 府教委は，平成２８年１２月２日付けで，原告を含む同年度定年退職者15 

に対して再任用教職員採用選考案内を実施したところ，原告は，同月１４

日までに再任用教職員採用選考申込書を提出して，再任用を希望した（前

提事実 イ）。 

エ 本件意向確認 

原告は，平成２９年１月２４日，勤務校の校長から，「再任用に関連して，20 

今後，卒入学式における国歌に対する起立斉唱を含む上司の職務命令に従

うか」との質問を受けた（本件意向確認）。 

これに対し，原告は，「これが再任用に関わる質問であるなら，生徒の就

職面接でもそのような質問には答えないよう指導しているため答えること

はできない」と答え，これを受けて校長から，「意向確認はできなかったこ25 

とになるがよいか」と質問されると，「今の回答でそう伝えるというのなら
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仕方がないが，なぜ答えないかと言うことをきちんと伝えるように」と答

えた。（以上につき，前提事実 ） 

オ 被告商工労働部労政課による事実確認 

  被告商工労働部労政課は，平成２９年２月１日，原告が所属する団体か

ら，本件意向確認が違反質問や差別選考に当たり，本件意向確認の結果を5 

再任用の合否材料としないよう行政指導を求める旨の要請を受け，同月３

日，府教委教職員人事課に対し，事実確認を行った。 

  被告商工労働部労政課の担当者からの質問に対し，府教委教職員人事課

の担当者は，本件意向確認は再任用選考のために行ったものではなく，平

成２８年１月の研修の際に提出された意向確認書に加筆があったことから，10 

元の文書に記載の内容の職務命令に従えるのか意向確認を行ったものであ

ること，もっとも処分そのものは申込者の従前の勤務実績の一部となるた

め，そのことを含めて総合的に判断し合否を判断することになることを回

答した。（以上につき，甲１②） 

 本件不採用 15 

ア 再任用教職員採用審査会 

府教委は，平成２９年１月３０日，平成２９年度再任用教職員採用審査

会を開催した。 

 同審査会における原告に関する審査結果は，「平成２３年度の卒業式にお

ける国歌斉唱時の不起立により，平成２４年３月２７日戒告処分。平成２20 

５年度の卒業式における国歌斉唱時に不起立により，平成２６年３月２７

日戒告処分。この件にかかる研修終了後の意向確認において，意向確認書

の文言を『地方公務員法に定める上司の職務命令に従います。ただし，今

回の研修では十分な説明が得られなかったため，憲法その他の上位法規に

触れると判断した場合はこれを留保します。』と修正して提出。その後，25 

再度，意向を確認したが，『入学式や卒業式等における国歌斉唱時に起立
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斉唱を含む上司の職務命令に従う』との意向確認ができなかった。上司の

職務命令や組織の規範に従う意識が希薄であり，教育公務員としての適格

性が欠如しており，勤務実績が良好であったとはみなせない。以上により

総合的に判断して，再任用選考結果を『否』とする。」というものであっ

た。（以上につき，前提事実 イ） 5 

イ 本件不採用 

府教委は，再任用教職員採用審議会の前記アの審査結果を受けて，原告

の再任用選考を不合格とし，原告を再任用しなかった（前提事実 ウ）。 

 再任用制度の運用状況 

ア 再任用率の推移 10 

 平成２３年度から平成２８年度までの期間について，被告における教職

員の再任用状況は，別紙のとおりである。 

再任用率（再任用・再任用更新となった教職員／再任用・再任用更新を

希望した教職員）は，平成２３年度が９９．６９％，平成２４年度が９９．

６１％，平成２５年度が９９．４５％，平成２６年度が９９．８３％，平15 

成２７年度が９９．９２％，平成２８年度が９９．８１％であった。（以上

につき，乙７） 

イ 平成２８年度末までの意向確認及び再任用の状況等 

府教委は，平成２８年度末（平成２９年３月末）まで，職務命令に違反

して卒入学式等の国歌斉唱時に起立斉唱せず懲戒処分を受けた教職員に対20 

する研修終了後に，「今後，卒入学式等における国歌斉唱時の起立斉唱の命

令を含む上司の職務命令に従う」旨が記載された意向確認書に署名押印し

て提出するよう求め，これを提出しなかった者や文言を訂正して提出した

再任用希望者に対しては同趣旨の意向確認を行い，その結果を再任用選考

時の資料としていた（甲１５～１７，２０，２４，弁論の全趣旨）。 25 

平成２９年３月末に定年退職する教職員で再任用を希望した者のうち，
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職務命令に違反して卒入学式等の国歌斉唱時に起立斉唱せず懲戒処分を受

けたことがあり，研修終了後に提出を求められた意向確認書を提出しなか

ったため改めて意向確認が行われた教職員は，原告を含めて２名であった。

そして，原告を含む２名とも，卒入学式等の国歌斉唱時の起立斉唱の命令

を含む上司の職務命令に従うとの意向確認ができなかったとして，再任用5 

選考で不合格となり，再任用されなかった。（以上につき，甲２②③，甲１

５，弁論の全趣旨） 

なお，平成２９年３月末に定年退職する教職員で再任用を希望した者の

うち，再任用選考で不合格となった者は，原告を含む４名であり，このう

ち上記意向確認ができなかったとされた原告を含む２名以外の１名は，休10 

職を繰り返し，勤務実績が非常に少なく，その状況に変わりがないことが

不合格理由であり，残る１名は，指導が不適切であり，改善が見込めない

ことが不合格理由であった（甲２②，２３①②）。 

ウ 平成２９年度以降の意向確認及び再任用の状況等 

府教委は，平成２９年度（平成２９年４月）以降は，上記意向確認書か15 

ら，「卒入学式等における国歌斉唱時の起立斉唱の命令を含む」との文言を

削除し，「今後，上司の職務命令に従います」との文言に変更し，平成２８

年度以前に上記意向確認書を提出しなかった者や文言を訂正して提出した

再任用希望者に対しても「卒入学式等における国歌斉唱時の起立斉唱を含

む」と明示することなく「今後は上司の職務命令に従うか」との意向確認20 

を行うようになった（甲１４①②，１６，１７，弁論の全趣旨）。 

２ 争点１（本件意向確認が違憲違法なものか）について 

 憲法１９条違反について 

ア 本件意向確認は，卒入学式における国歌斉唱時に起立斉唱を求める職務

命令に従うか否かについて，原告の意向を確認するものであるところ，原25 

告は，本件意向確認は，国歌に関する原告の思想や信条の告白を強制し，
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かつ特定の思想を持つことを強制・禁止するものであり，思想及び良心の

自由を侵害するものとして憲法１９条に違反する旨主張し，これに沿う証

拠（甲１２）を提出する。 

イ しかし，本件意向確認当時，公立高等学校における卒業式等の式典にお

いて，国歌としての「君が代」の斉唱が広く行われていたことは周知の事5 

実であり，学校の儀式的行事である卒業式等の式典における国歌斉唱の際

の起立斉唱行為は，一般的，客観的にみて，これらの式典における慣例上

の儀礼的な所作としての性質を有するものであり，「君が代」に対する原告

の歴史観ないし世界観を否定することと不可分に結びつくものではなく，

原告に対して上記起立斉唱行為を求める職務命令はもとより，かかる職務10 

命令に従うか否かを問う本件意向確認もまた，原告の歴史観ないし世界観

それ自体を否定するものということはできない。 

また，上記起立斉唱行為は，その外部からの認識という点から見ても，

特定の思想又はこれに反する思想の表明として外部から認識されるものと

評価することは困難であり，職務上の命令に従ってこのような行為が行わ15 

れる場合には上記のように評価することは一層困難であって，上記起立斉

唱行為を求める職務命令はもとより，かかる職務命令に従うか否かを問う

本件意向確認もまた，特定の思想を持つことを強要したり，これに反する

思想を持つことを禁止したりするものではなく，特定の思想の有無につい

て告白することを強要するものということもできない。 20 

したがって，上記職務命令及び本件意向確認は，これらの観点において，

原告の思想及び良心の自由を直ちに制約するものと認めることはできない

というべきである。 

ウ もっとも，上記起立斉唱行為は，国歌に対する敬意の表明の要素を含む

行為であり，これに応じ難いと考える原告にとって，その歴史観ないし世25 

界観に由来する行動と異なる外部的行為を求められるという点で，原告の
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思想及び良心の自由についての間接的な制約となる側面があるともいいう

るところ，上記起立斉唱行為を求める職務命令及びこれに従うか否かを問

う本件意向確認についても同様である。 

しかし，個人の思想及び良心の自由についても，それが内心にとどまら

ず，それに由来する行動の実行又は拒否という外部的行動として現れ，当5 

該外部的行動が社会一般の規範等と抵触する場面において制限を受けるこ

とがあるところ，その制限が必要かつ合理的なものである場合には，その

制限を介して生ずる上記の間接的な制約も許容され得るものというべきで

ある。 

そして，このような間接的な制約が許容されるか否かは，上記職務命令10 

及び本件意向確認の目的及び内容並びに上記の制限を介して生ずる制約の

態様等を総合的に較量して，上記職務命令及び本件意向確認に上記の制約

を許容し得る程度の必要性及び合理性が認められるか否かという観点から

判断するのが相当である。 

エ これを本件についてみるに，学校の卒業式や入学式等という教育上の特15 

に重要な節目となる儀式的行事においては，生徒等への配慮を含め，教育

上の行事にふさわしい秩序を確保して式典の円滑な進行を図ることが必要

であるところ，学校教育法は，高等学校教育の目標として我が国と郷土の

現状と歴史について正しい理解に導き，伝統と文化を尊重し，それらをは

ぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うことを掲げ（同法５１条，20 

４６条，２１条３号），同法５２条及び学校教育法施行規則８４条の規定に

基づき高等学校教育の内容及び方法に関する全国的な大綱的基準として定

められた高等学校学習指導要領も，学校の儀式的行事の意義を踏まえて国

旗国歌条項を定めているところである。なお，国旗及び国歌に関する法律

は，従来の慣習を法文化して，国旗は日章旗（「日の丸」）とし，国歌は「君25 

が代」とする旨を定めている。 
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そして，住民全体の奉仕者として法令等及び上司の職務上の命令に従っ

て職務を遂行すべきこととされる地方公務員の地位の性質及びその職務の

公共性（憲法１５条２項，地公法３０条，３２条）に鑑みると，公立高等

学校の教員であった原告は，法令等及び職務上の命令に従わなければなら

ない立場にあったと解される。 5 

これらの点に照らすと，上記職務命令は，卒入学式という式典における

慣例上の儀礼的な所作として国歌斉唱の際に起立斉唱を求めることを内容

とするものであって，高等学校教育の目標や卒入学式等の儀式的行為の意

義，在り方等を定めた関係法令等の諸規定の趣旨に沿い，かつ，地方公務

員の地位の性質及びその職務の公共性を踏まえた上で，生徒等への配慮を10 

含め，教育上の行事に相応しい秩序の確保とともに当該式典の円滑な進行

を図ることを目的とするものということができる。また，本件意向確認は，

公立高等学校の教員であり，従前の戒告処分後の研修の際に卒入学式等に

おける国歌斉唱時の起立斉唱の命令を含む上司の職務命令に従う旨の意向

確認ができない状況下に，再任用を希望していた原告に対し，今後はかか15 

る職務命令に従う意向があるか否かを問うことを内容とし，上記職務命令

の目的を理解して遂行する意欲があるかを確認することを目的とするもの

ということができる。 

そうすると，上記職務命令及び本件意向確認は，前記のように外部的行

動の制限を介して原告の思想及び良心の自由についての間接的な制約とな20 

る面はあるものの，その目的及び内容並びに上記の制限を介して生ずる制

約の態様等を総合的に較量すれば，上記の制約を許容し得る程度の必要性

及び合理性が認められるものというべきである。 

  よって，上記職務命令及び本件意向確認は，原告の思想及び良心の自由

を侵害するものとして憲法１９条に違反するとはいえないと解するのが相25 

当である（最高裁平成２３年５月３０日第二小法廷判決・民集６５巻４号
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１７８０頁，最高裁平成２３年６月６日第一小法廷判決・民集６５巻４号

１８５５頁，最高裁平成２３年６月１４日第三小法廷判決・民集６５巻４

号２１４８頁，最高裁平成２３年６月２１日第三小法廷判決・裁判集民事

２３７号５３頁，最高裁平成２４年１月１６日第一小法廷判決・裁判集民

事２３９号２５３頁参照）。 5 

オ これに対し，原告は，本件意向確認は，再任用の可否を決定することを

主目的として実施され，国歌斉唱の際に起立斉唱を求める職務命令に従う

と言わない限り再任用されないという制裁を背景に回答を迫るものであっ

て，思想及び良心に対する直接的な制約に当たる旨主張する。 

本件意向確認が，その結果を再任用の選考資料の一つとする趣旨を含む10 

ことは，その実施時期に照らして否定できないものの，後述のとおり再任

用の可否は基本的に任命権者の裁量に委ねられており，任命権者が非違行

為の再発の有無を検討するための資料を集めること自体は必ずしも否定さ

れるものではない。また，再任用されないことをもって，新たな懲戒処分

ないし制裁を科されるものとはいえない上，本件意向確認の態様は，前記15 

１ エで認定したとおり，「答えることはできない」との原告に対し，それ

以上の答えを要求するものではないから，国歌斉唱の際に起立斉唱を求め

る職務命令に従うとの回答を迫るものであったということはできない。 

さらに，本件意向確認は，卒入学式という式典における慣例上の儀礼的

な所作として国歌斉唱の際に起立斉唱を求める職務命令に従う意向がある20 

か否かを問うことを内容とするものであり，かかる職務命令が原告の思想

及び良心の自由を侵害するものに当たらないことは既に認定・説示したと

おりであるから，かかる職務命令に従う意向があるか否かを問い，その結

果を再任用の選考材料の一つとすることも，原告の思想及び良心の自由に

対する侵害には当たらない。 25 

したがって，前記認定判断に反する原告の上記主張は採用できない。 
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 地公法１３条，１５条違反について 

 原告は，本件意向確認は，能力の実証に基づかずに職員の任用を行う目的

の下，かつ個人の政治的意見等により差別的に取り扱う意思の下に行われた

ものであり，平等取扱の原則及び成績主義の原則を定めた地公法１３条及び

１５条に違反する旨主張する。 5 

 しかし，慣例上の儀礼的な所作として国歌斉唱の際に起立斉唱を求める職

務命令に従う意向があるかを，法令等及び職務上の命令に従わなければなら

ない立場にある公立学校の教員として再任用を希望していた原告に尋ねるこ

とについては，前記 エで認定した上記職務命令及び本件意向確認の内容及

び目的に照らして，必要性及び合理性が認められるところであり，これをも10 

って差別的取扱の意思の現れということはできない。 

 そして，本件意向確認の結果は，過去の処分歴と併せて，勤務成績の一部

となり，再任用後の勤務意欲や能力を判断する材料となるのであって，再任

用の選考に当たって本件意向確認の結果を考慮することをもって，平等取扱

の原則及び成績主義の原則を定めた地公法１３条及び１５条に違反するもの15 

ともいえない。 

 大阪府個人情報保護条例７条５項違反について 

 原告は，本件意向確認は，原告の信条に関わるものであり，要配慮個人情

報について収集を原則として禁止した上記条例７条５項本文に違反する旨主

張する。 20 

しかし，前記 で認定・説示したとおり，本件意向確認は，公立高等学校

の教員であった原告に対して卒入学式という式典における慣例上の儀礼的な

所作として国歌斉唱の際の起立斉唱行為を求める職務命令に従うか否かを問

うことを内容とするものであって，原告の信条そのものに関わるものという

ことはできない。 25 

よって，本件意向確認が上記条例７条５項本文に違反するとはいえない。 
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 以上によれば，本件意向確認の違憲違法をいう原告の主張は採用できない。 

３ 争点２（本件不採用に裁量権の逸脱・濫用があるか）について 

 再任用制度は，定年等により一旦退職した職員を任期を定めて新たに採用

するものであって，任命権者は採用を希望する者を原則として採用しなけれ

ばならないとする法令の定めはなく，また，任命権者は成績に応じた平等な5 

取扱いをすることが求められると解されるものの（地公法１３条，１５条参

照），再任用選考の合否を判断するに当たり，従前の勤務成績をどのように評

価するかについて規定する法令の定めもない。これらによれば，再任用選考

の合否の判断に際しての従前の勤務成績の評価については，基本的に任命権

者の裁量に委ねられているものということができる（最高裁平成３０年７月10 

１９日第一小法廷判決・裁判集民事２５９号４３頁（以下「平成３０年最判」

という。）参照）。 

そして，前記１⑴及び同⑸で認定したところによれば，被告において，教

職員の再任用の可否は，選考要綱に基づく選考によって決することとされて

おり，再任用率は概して高いものの，平成２９年３月の本件不採用当時，再15 

任用希望者は実質的な選考を経ることなく原則として全員採用されるといっ

た運用が確立していたということはできない。加えて，再任用制度は，定年

退職者の雇用の確保や生活の安定をその目的として含むものではあるが，定

年退職者の知識，経験等を活用することにより教育行政等の効率的な運用を

図る目的をも有するものと解されることも併せ考慮すると，再任用制度にお20 

いて任命権者が有する上記の裁量権の範囲が，再任用制度の目的や当時の運

用状況等のゆえに大きく制約されるものであったと解することはできない

（平成３０年最判参照）。 

このことは本件通知の発出を踏まえても変わるところはないというべきで

ある。すなわち，前記１ で認定したとおり，本件通知は，総務副大臣が，25 

地公法５９条及び地方自治法２４５条の４に基づき，国家公務員に関する本
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件閣議決定を受けて，地方公務員についても，雇用と年金の接続を図るため，

定年退職する職員が公的年金の支給開始年齢に達するまでの間，再任用を希

望する職員については欠格事由又は分限免職事由に該当しない限り再任用す

るものとすることを地方公共団体に要請するものであるが，他方，地方公共

団体は，地公法２８条の４及び５に基づき，定年退職者を従前の勤務実績等5 

に基づく選考により再任用職員として採用することができるとされており，

被告及び府教委も，再任用条例及び選考要綱において，その旨定めているこ

とを踏まえると，強制力のない本件通知による要請によって，勤務評価によ

る選考自体が否定されるものとは解されず，依然として，任命権者は，再任

用をするか否かに関して相当程度の裁量権を有するものと解される。 10 

また，前記１ 及び同⑸で認定したところによれば，再任用率はもともと

高く，本件通知後も選考要綱のうち選考基準についての変更はなかったこと

が認められ，本件通知の前後で再任用制度の運用状況に変化があったといえ

るものでもない。 

 本件不採用について裁量権の逸脱又は濫用があったかについて検討する15 

に，卒入学式における国歌斉唱時に起立斉唱を求める職務命令は，学校教育

の目標や卒業式等の儀式的行事の意義，在り方等を定めた関係法令等の諸規

定の趣旨に沿って，地方公務員の地位の性質及びその職務の公共性を踏まえ，

生徒等への配慮を含め，教育上の行事にふさわしい秩序の確保とともに式典

の円滑な進行を図るものであって，このような観点から，その遵守を確保す20 

る必要性があるものということができる（前記２に掲記の最高裁判決及び平

成３０年最判参照）。 

 そして，上記職務命令に違反する行為は，学校の儀式的行事としての式典

の秩序や雰囲気を一定程度損なう作用をもたらすものであって，それにより

式典に参列する生徒への影響も伴うことは否定し難いところ，原告が上記職25 

務命令に２度にわたり違反し，その都度，戒告処分を受け，これに関する研
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修終了後の意向確認書において，上記職務命令に従う意向を確認できず，再

任用選考直前に改めて行われた本件意向確認においても，上記職務命令に従

う意向を確認できなかったことは，前記１⑶で認定したとおりである。 

しかるところ，これらの事情を基に，原告を再任用職員として採用した場

合，原告が更に同様の非違行為に及ぶおそれがあるとみることも，必ずしも5 

不合理であるということはできない。 

そうすると，任命権者である府教委が，再任用選考に当たり，原告の従前

の勤務成績の内容として，上記職務命令に違反したことを理由とする処分歴，

その後の意向確認書の提出状況及び本件意向確認の結果を原告に不利益に考

慮するとともに特に重視すべき要素であると評価し，そのような評価に基づ10 

いて本件不採用としたことが，その当時の再任用制度の下において，著しく

合理性を欠くものであったということはできない。 

以上によれば，本件不採用は，府教委の裁量権の範囲を逸脱し又はこれを

濫用したものとして違法であるとはいえない。 

 原告の主張について 15 

 ア この点に関し，原告は，本件不採用について，違憲違法な本件意向確認

を理由とするものであり，府教委に裁量権の逸脱濫用がある旨主張する。 

 しかし，本件意向確認に違憲違法があると認められないことは，前記２

で認定・説示したとおりであるから，原告の上記主張は採用できない。 

イ また，原告は，本件不採用について，本件意向確認以外の事項を考慮せ20 

ずに行われている上，本件意向確認の結果による弊害と本件不採用による

不利益が比例していないから，府教委に裁量権の逸脱濫用がある旨主張す

る。 

 しかし，府教委は，再任用選考に当たり，本件意向確認の結果のみなら

ず，原告の従前の勤務成績の内容として，上記職務命令に違反したことを25 

理由とする処分歴，その後の意向確認書の提出状況も考慮しており，本件
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意向確認以外の事項を考慮していないとはいえない。 

また，府教委が再任用選考に当たって考慮した上記事情を他の個別事情

のいかんにかかわらず特に重視すべき要素であると評価することは，前記

で認定した本件意向確認の前提となる職務命令の目的及び内容とこれに

違反することによる影響，とりわけ原告が２度にわたり卒入学式における5 

国歌斉唱時に起立斉唱を求める職務命令に違反して戒告を受け，その後も

同様の非違行為に及ぶおそれを否定できない状況にあること，再任用制度

が教育行政等の効率的な運用を図る目的の下に行われるものであることを

踏まえると，著しく合理性を欠くものであったということはできない。 

このことは，再任用制度が雇用と年金の接続に資する側面のあることに10 

よって左右されるものではない。 

 ウ さらに，原告は，原告を含む平成２９年３月末に定年を迎える者と平成

３０年３月末以降に定年退職を迎える者とでは意向確認の内容が異なり，

その結果，再任用選考の結果も異なるものとなっており，かかる取扱いは

平等原則違反であり，府教委に裁量権の逸脱濫用がある旨主張する。 15 

前記１ ウのとおり，平成３０年３月末以降に定年退職を迎える者に対

して行われた意向確認は，「今後は上司の職務命令に従うか」というもので

あったが，ここにいう「上司の職務命令」に，「卒入学式等における国歌斉

唱時の起立斉唱」も当然に含まれていると解することができるのであって，

これが例示されているか否かによって，意向確認の内容が実質的に異なる20 

といえるものではなく，意向確認に対する回答に影響を及ぼす筋合いのも

のではないというべきである。 

また，平成３０年３月末以降に定年退職を迎える者について，上記意向

確認ができなかったことを理由として再任用されない例がなくなったとす

れば，上記意向確認に対して，職務命令であっても卒入学式等における国25 

歌斉唱時の起立斉唱には従わない旨を回答し，あるいは回答を留保する者
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がなかったからにすぎないというべきである。 

したがって，平成２９年３月末に定年を迎える者と平成３０年３月末以

降に定年退職を迎える者とで取扱いが異なる旨の原告の上記主張は採用で

きない。 

４ 結論 5 

以上によれば，争点３について判断するまでもなく，原告の本件請求は理由

がないからこれをいずれも棄却することとし，主文のとおり判決する。 
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